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1.はじめに 

企業のマーケティング活動の一つとしてイン

ターネット広告が注目を集めており、インター

ネット広告費は 2015 年度に 1 兆円規模になると

思われる。インターネット広告が健全に発展し

ていくためにガイドラインが制定されているが、

一部の Web サイトにおいて公序良俗に反する

「有害広告」が頻繁に見受けられる。本研究で

はインターネット広告と有害広告がどのように

認識されているか、また広告ブロック機能との

関連を調査し、有害広告が蔓延している問題を

解決する一つの方法として、有害広告に対する

オプトアウト方式の導入を提案する。 

2.有害広告とオプトアウト範囲 

本研究で表す「有害広告」の定義は、JIAA の

インターネット広告掲載基準ガイドラインに掲

載されている反社会的な広告[1]に準ずるものと

し、アンケート調査実施のために簡略化を行っ

て 4 点に絞り込むこととした。内容を以下に示

す。 

① アダルトな表現を含む広告 

② グロテスク、暴力的な表現を含む広告 

③ 騙すことを目的としたものや、不安になる表

現を含む広告 

④ 犯罪行為及び刑罰法令に抵触する表現を含む

広告 

以上の広告のうち、③と④については特定商

取引に関する法律及び不当景品類及び不当表示

防止法、その他業法に抵触する違法な広告であ

り、オプトアウトの要否以前に排除されるべき

ものであると考えるため、オプトアウトの対象

範囲からは除外することとする。 

3.仮説体系 

 本研究ではグランド仮説を「各アドネットワ

ークはインターネット上の有害広告に対してオ

プトアウト方式を採用すべきである」と設定し、

仮説検証アプローチを用いて検証する。仮説体

系図を図 1 に示す。本研究ではグランド仮説を

証明するためにサブ仮説を設定し、サブ仮説の

調査を通じてグランド仮説を検証していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.調査方法 

 本研究では、インターネット広告及び有害広

告がインターネット利用者にどのように認識さ

れ、影響を与えているのか調査するためにアン

ケート調査を実施した。概要を以下に示す。 

 

 
調査対象 国内のインターネット利用者 

調査人数 207 名 

調査期間 2014/11/22～2014/12/07 

母集団の大きさ 100,440,000 

サンプル数 207 件 

結果の比率 5%(0.05) 

信頼率 95％(1.96) 

誤差率 7％ 

5.サブ仮説 A 

 サブ仮説 A では前述のアンケート調査によっ

てインターネット広告と有害広告が閲覧者にと

ってどう認識されているのか調査した。 

 まず、個々の有害広告の閲覧経験についての

回答を分析した結果、①については 207 人中 190

人が見たことがあると回答し、他の有害広告に

ついては 25％程度という結果になった。 
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図 1 仮説体系図 

表 1 アンケート概要 

＜グランド仮説＞ 

各アドネットワークはインターネット上の有害広告に対し

てオプトアウト方式を採用すべきである 

 

 
＜サブ仮説 A＞ 

有害広告は閲覧者の快適な Web ブラウジングを阻

害する要因となっている 

＜サブ仮説 B＞ 

有害広告はインターネット広告業界に不利益をも

たらす 

＜サブ仮説 C＞ 

既存の技術を用いれば有害広告上にオプトアウト

専用のリンクを表示することができる 
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 次に個々の有害広告を不快に感じるか尋ねた

ところ、図 2 のようになり、①以外ではほとん

どの回答者から不快であるとの回答を得ること

ができた。一方①の広告については少なからず

一定の需要があることを示すことができた。 

 
 

 

 また、有害広告を閲覧した経験があると答え

た回答者にその広告をどこで見たのかを尋ねた

結果、特に成人向けサイトと比較して一般向け

サイトでの掲載が問題視されると思われる①、

②ともに一般向けサイトの広告、一般向けスマ

ートフォンアプリ内の広告で多く見られている

ということが判明した。 

 以上のことから、概して有害広告は不快に思

われており、快適な Web ブラウジングを阻害す

る一因となっているということが明らかになっ

た。 

6.サブ仮説 B 

 サブ仮説 B では、アンケート調査と Web 調査

によって有害広告と広告ブロック機能について

論じる。 

個々の有害広告を不快に感じるかという問い

を代表して、①を不快に感じるか尋ねたデータ

と広告ブロック機能の使用について、クロス集

計表にまとめた結果が表 2 である。このクロス

集計表に対し、 検定を用いて相関を調べたとこ

ろ、関連があるとは言えないという結果になった。

しかし、これは有害広告を不快に感じつつも広

告ブロック機能を使わず、他の広告を見たいと

考えている回答者が多いということの証明にな

り、有害広告にオプトアウト方式を導入するこ

とがより効果的であることを示すことができた。 
 

 
 不快で

ある 
どちら
でもな
い 

不快
では
ない 

合
計 

使っている 44 27 4 75 

使っていない 89 37 6 132 

合計 133 64 10 207 

また、広告ブロック機能についてはアンケート

調査の結果、36％の回答者が使用していると答

えた。また、世界中で 12 ヶ月の間でそのユーザ

ー数が 69％増加、日本では 134％増加している

[2]ことが明らかになった。引き続き広告ブロッ

クユーザーが増加していくことは、インターネ

ット広告業界全体に深刻な影響を及ぼしていく

ことに繋がると考えられる。 

 以上のことから、広告ブロック機能により広

告業界に深刻な影響を及ぼす可能性があること

が明らかになった他、有害広告にオプトアウト

方式を導入することは効果的であるという結論

に至った。 

7.サブ仮説 C 

 サブ仮説 C では有害広告のオプトアウト方式

を可能にするためには閲覧者の識別が必要であ

ることから、オプトアウト方式実装のひとつの

例として行動ターゲティング広告のオプトアウ

ト方式を挙げた。 

 有害広告にも行動ターゲティング広告と同様

の仕組みを適用し、オプトアウトがなされた後

は有害広告以外の広告を表示できるようにする。

この仕組みを利用して有害広告の配信に Cookie

を用いる場合は成人向けサイトの閲覧情報等、

よりプライバシーに関わる情報が含まれる可能

性があるため、行動履歴情報の収集、分析は禁

忌とされる必要がある他、様々な欠点があるこ

とが判明した。また、有害広告はその特性上、

複数のアドネットワークから配信されている有

害広告をまとめてオプトアウトできることが求

められる。 

 以上のことから多くの欠点があることが判明

したが、オプトアウト方式のひとつの例を示す

ことができた。 

8.総括 

 以上の検証により、有害広告に対してオプト

アウト方式を導入する必要性を示すことができ

た。 

 本研究では経済的な影響の分析を行っていな

い上、有害広告のオプトアウト方式を実際に設

計、検証することができなかったため、この点

については今後の課題としたい。 
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図 2 有害広告を不快に感じる回答者の割合 

表 2 ①の不快度と広告ブロック使用有無のクロス集計表 

広告ブロック 

① が不快か 
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